
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 兵庫県 加古川市

経常収支比率の分析
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類似団体平均

加古川市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

●人件費
   人口に占める職員数の割合は類似団体と比較すると低いが、給与・手当の水準が類似団体より高いために経常収支比率の人件費分
が高くなっている。そのため、「加古川市行政経営改革プラン（第4次行革緊急行動計画）」に掲げた取組みの実施により改善を図っていく
こととしている。
   具体的には、職員の職務や能力、勤務実績を的確に反映させるなど給与制度の見直しや、事務嘱託員の採用、職種の任用替え、業務
量の精査による職員配置の適正化及び民間委託化による職員数の減（平成20年度から22年度までの3年間で△10.6％、△250人）など、
人件費の削減に努める。
●物件費
   物件費においては、年々増加傾向にあったが、前年度よりも0.8％減少し、類似団体と比較しても0.8％低くなっている。要因としては、法
改正により各保険者が健康診査を実施するよう変更したことにより、一般会計で負担する委託料が大きく減少したためである。今年度は
特殊要因として一時的に減少したが、「経営改革プラン」に基づく業務の民間委託化推進により職員人件費等から委託料（物件費）へシフ
トしている。具体的には、指定管理者制度の導入等を進めるなど、総経費抑制の観点から、引続き民間委託化を推進していく。
●公債費
   近年の大型プロジェクト（南北道路整備事業等）の推進により、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均を 0.7％上回る結果となっ
ている。 しかし、公営企業債に対する繰出金など公債費に準ずる経費を合わせると、人口1人当り決算額は類似団体平均を21.8％下回っ
ている。弾力的な財政運営を行っていくために、新規発行の抑制や下水道事業会計に対する繰出金の見直し、土地開発公社の経営健全
化計画に基づく債務の減少など、公債費の抑制に努める。
●補助費等
   補助費等においては、類似団体と比較すると低くなっており、また、年々減少傾向にある。要因としては、「経営改革プラン」に基づき、補
助金・負担金個々の必要性などを検証し、廃止、改善等の見直しを行っていることが挙げられる。引き続き抑制していくために、補助金に
ついては、終期の設定、算定基準の見直しなどを行う。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 18,355,876 68,753 64,671 6.3
賃金（物件費） 386,198 1,447 2,999 ▲ 51.8
一部事務組合負担金（補助費等） 11 0 1,925 ▲ 100.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 245,317 919 1,278 ▲ 28.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 21 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 347,039 1,300 2,235 ▲ 41.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 210,265 788 1,304 ▲ 39.6
▲退職金 ▲ 3,050,241 ▲ 11,425 ▲ 8,475 34.8
合計 16,494,465 61,781 65,958 ▲ 6.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.14 6.48 ▲ 0.34
ラスパイレス指数 101.4 100.0 1.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

6,054,339 22,677 28,087 ▲ 19.3

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

131,113 491 63 679.4

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 3,279,834 12,285 12,931 ▲ 5.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 1,089 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

1,612,713 6,040 2,055 193.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,799 7 19 ▲ 63.2

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 7,497,365 ▲ 28,082 ▲ 27,076 3.7

合計 3,582,433 13,418 17,167 ▲ 21.8
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

11,167,972 41,951 9.0 46,022 23.4 ▲ 14.4

うち単独分 6,971,740 26,188 ▲ 4.7 31,954 16.0 ▲ 20.7

11,823,747 44,452 6.0 42,513 ▲ 7.6 13.6

うち単独分 8,125,787 30,549 16.7 28,218 ▲ 11.7 28.4

11,378,776 42,754 ▲ 3.8 41,476 ▲ 2.4 ▲ 1.4

うち単独分 8,282,212 31,119 1.9 27,327 ▲ 3.2 5.1

10,584,373 39,714 ▲ 7.1 41,439 ▲ 0.1 ▲ 7.0

うち単独分 7,432,279 27,887 ▲ 10.4 26,115 ▲ 4.4 ▲ 6.0

9,677,613 36,248 ▲ 8.7 39,208 ▲ 5.4 ▲ 3.3

うち単独分 7,336,647 27,480 ▲ 1.5 24,594 ▲ 5.8 4.3

過去５年間平均 10,926,496 41,024 ▲ 0.9 42,132 1.6 ▲ 2.5

うち単独分 7,629,733 28,645 0.4 27,642 ▲ 1.8 2.2
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